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衆
議
院
議
員
橘
慶
一
郎
君
提
出
国
家
公
務
員
総
人
件
費
二
割
削
減
の
進
捗
に
関
す
る
質
問
に
対
す
る
答
弁
書

一
に
つ
い
て

平
成
二
十
三
年
度
予
算
に
お
け
る
国
家
公
務
員
の
人
件
費
に
お
い
て
、
退
職
手
当
は
対
前
年
度
比
約
百
七
十
四
億
円
の
増

で
あ
り
、
基
礎
年
金
拠
出
金
国
庫
負
担
分
は
対
前
年
度
比
約
百
五
十
一
億
円
の
増
で
あ
る
。

二
に
つ
い
て

平
成
二
十
三
年
度
予
算
に
お
け
る
国
家
公
務
員
の
定
員
を
平
成
二
十
一
年
度
予
算
と
比
較
し
た
場
合
の
減
員
数
（
以
下
「

本
件
減
員
数
」
と
い
う
。
）
は
九
千
二
百
三
人
で
あ
り
、
そ
の
減
少
率
は
約
一
・
六
パ
ー
セ
ン
ト
で
あ
る
。
平
成
二
十
三
年

度
予
算
に
お
け
る
国
家
公
務
員
の
人
件
費
を
平
成
二
十
一
年
度
予
算
と
比
較
し
た
場
合
の
減
少
額
（
以
下
「
本
件
予
算
減
少

額
」
と
い
う
。
）
は
約
千
五
百
九
十
億
円
で
あ
り
、
そ
の
減
少
率
は
約
三
・
〇
パ
ー
セ
ン
ト
で
あ
る
。

本
件
減
員
数
か
ら
、
平
成
二
十
二
年
四
月
一
日
の
国
立
高
度
専
門
医
療
セ
ン
タ
ー
の
独
立
行
政
法
人
へ
の
移
行
（
以
下
「

セ
ン
タ
ー
の
独
立
行
政
法
人
化
」
と
い
う
。
）
に
よ
る
影
響
を
除
い
た
場
合
の
国
家
公
務
員
の
定
員
の
減
員
数
は
三
千
五
百

二
十
三
人
で
あ
り
、
そ
の
減
少
率
は
約
〇
・
六
パ
ー
セ
ン
ト
で
あ
る
。
な
お
、
予
算
上
の
定
員
は
年
度
末
に
お
け
る
定
員
で

計
上
す
る
た
め
、
平
成
二
十
一
年
度
末
前
で
あ
る
平
成
二
十
二
年
一
月
一
日
に
実
施
さ
れ
た
社
会
保
険
庁
の
日
本
年
金
機
構

一



へ
の
移
行
（
以
下
「
社
会
保
険
庁
改
革
」
と
い
う
。
）
に
伴
う
減
員
は
平
成
二
十
一
年
度
の
定
員
に
反
映
さ
れ
て
お
り
、
そ

の
減
員
数
は
本
件
減
員
数
に
は
含
ま
れ
て
い
な
い
。
ま
た
、
本
件
予
算
減
少
額
か
ら
、
セ
ン
タ
ー
の
独
立
行
政
法
人
化
及
び

社
会
保
険
庁
改
革
に
よ
る
影
響
を
除
い
た
場
合
の
国
家
公
務
員
の
人
件
費
の
減
少
額
は
約
三
百
四
十
二
億
円
で
あ
り
、
そ
の

減
少
率
は
約
〇
・
六
パ
ー
セ
ン
ト
で
あ
る
。

三
に
つ
い
て

「
国
家
公
務
員
総
人
件
費
を
二
割
削
減
す
る
目
標
」
に
つ
い
て
は
、
国
の
事
務
事
業
の
徹
底
し
た
見
直
し
に
よ
る
行
政
の

ス
リ
ム
化
、
地
方
分
権
推
進
に
伴
う
地
方
移
管
、
国
家
公
務
員
の
手
当
・
退
職
金
等
の
水
準
の
見
直
し
、
公
務
員
制
度
改
革

後
の
労
使
交
渉
を
通
じ
た
給
与
改
定
等
、
様
々
な
手
法
を
組
み
合
わ
せ
る
こ
と
に
よ
り
、
平
成
二
十
五
年
度
ま
で
に
め
ど
を

つ
け
る
こ
と
と
し
て
い
る
が
、
そ
の
達
成
時
期
に
つ
い
て
は
、
例
え
ば
、
各
地
方
自
治
体
と
の
十
分
な
協
議
・
調
整
や
所
要

の
法
整
備
等
の
た
め
の
期
間
が
必
要
と
な
る
こ
と
か
ら
、
あ
る
程
度
、
幅
を
持
っ
て
考
え
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
と
考
え
て

い
る
。
今
後
、
今
国
会
に
提
出
す
べ
く
検
討
し
て
い
る
給
与
の
引
下
げ
を
内
容
と
す
る
法
案
の
提
出
の
時
期
に
合
わ
せ
て
、

目
標
実
現
に
向
け
た
各
般
の
取
組
を
明
ら
か
に
し
て
ま
い
り
た
い
。

二


